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別記様式第 2号 別添 

浜の活力再生プラン 

令和 5～9年度 

（第２期） 

１ 地域水産業再生委員会 

再生委員会の構成員 水津漁業協同組合 佐渡市農林水産課 

オブザーバー 新潟県佐渡地域振興局農林水産振興部水産庁舎 

新潟県漁業協同組合連合会両津支所 

対象となる地域の範囲及び

漁業の種類 

水津漁業協同組合の地区 

地域の範囲：佐渡市水津・片野尾・月布施・野浦・東強清水 

東立島・蚫・赤玉・立間・豊岡・柿野浦・東鵜島 

 岩首 

漁業の種類：刺網漁業（１５名）、一本釣り漁業（６名） 

養殖漁業（２名）、採介藻漁業（２０名）

【合計 ４３名】 

※令和５年２月現在（水津漁協調べ）

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等

本委員会の対象地域（水津～岩首）は佐渡島の玄関口両津港から約１８㎞の東部に位置し小佐

渡山脈を背負い越佐海峡に面した海岸線約２０㎞を有する長い管内である。平成５年頃は、エビ

籠漁業を主体とした漁業種形態であったが、エビ篭漁業の廃業が続き全滅し当地区の水揚げは激

減した。現在、当地区ではエビ篭漁業に代わり刺網漁業が主体となっておりメバル・カレイ・ノ

ドグロ・タラ・アンコウ・カニ等、また、一本釣り漁業でタイ・アラ・アジ・ヒラメ等が漁獲さ

れている。養殖業ではワカメやコンブの養殖が行われ、採介藻漁業ではサザエ・アワビの貝類に

加えナマコ・天然アカモク等も水揚げされている。近年、当地区では磯根資源であるナマコの漁

獲量が減少していることから、離島漁業再生支援交付金を活用した稚ナマコの放流事業や、佐渡

広域水産業再生委員会（佐渡ナマコ研究会）と連携し、ナマコの人口種苗生産の取り組みを行う

など、ナマコ資源の回復、増加向けた取組を行っている。令和３年度の水揚げ高は２８９トン、

水揚げ金額は約１億７千万円であり、平成５年の水揚げ量１，２３３トン、水揚金額６億９千万

円に対し著しく減少しており、慢性的な魚価の低迷や燃油・資材類等の高騰、漁業者の高齢化や

後継者不足等により、漁業経営は年々厳しくなっている。 

組織名 水津地区地域水産業再生委員会 

代表者名 会長  佐藤 愿（水津漁業協同組合 元代表理事組合長） 
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水津漁業協同組合（以下、「漁協」という。）と水津地域の漁業者で構成された水津漁業研究会

は後継者育成のため平成３年より地元小中学生を対象に漁業者の講話やロープワーク、魚捌き、

漁船乗船体験等を内容とした水産教室「ふれあい体験学習」を開催しており、地元の小中学生が

漁業に関心を持ってもらうよう取り組んでいる。 

（２）その他の関連する現状等

 佐渡市の人口は令和４年１月末で 51,915人、合併時の平成 16年 3月末が 70,068人であり、

18,153人減少している。65歳以上の割合も現状で 42％となっており、著しく高齢化が進んでい

る。 

３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等
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（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針

１．漁業収入向上のための取組 

①ズワイガニの活ガニ出荷・出荷規格等の統一による魚価向上の取組

前期プランで課題となったズワイガニの蓄養施設の不足により参加した刺網漁業者が僅か

１名であったため、今後は多くの漁業者が取組めるよう、今期プランでは、多くの漁業者が

畜養施設を利用できるように蓄養施設の増設を図り、活ズワイガニの出荷量を増加させる。

また、ズワイガニの出荷に関して、漁業者間で選別や規格が統一されておらず、市場のセリ

価格に影響が出ているため、市場等の情報収集を行い、ズワイガニの出荷規格の統一を図る

と共に、鮮度保持やブランド化に向けた取組を進め、単価の向上を図る。

②刺網漁業における鮮度保持技術の向上による魚価向上の取組

前期プランで試験的に延縄漁業を導入し活締め・神経締めに取り組んだ。陸上作業の簡便や

経費削減の点から、刺網漁業から延縄漁業への切り替えを計画したが、最終的には延縄漁業

より漁獲量が見込める刺網漁業に移ってしまった。そこで、今期プランでは当地区の主要な

刺網漁業において、漁獲後の船上での鮮度保持方法が各船でバラバラであり統一が図られて

いないことが魚価低迷の一つの要因と考えられることから、漁協と漁業者間での意見交換を

行い鮮度保持の規格を統一し、規格の遵守を徹底する。更に出荷方法（パッケージング、荷

箱等）を工夫することで差別化を図り、刺網漁業で漁獲された魚種単価の底上げを図る。

③釣りアラ・ハタ類の神経締めによる魚価向上の取組

新たな取組として、釣り漁業で漁獲されるアラ・ハタ類を神経締めし、単価向上を図る。釣

り漁業での漁獲量は多くないが、1尾 1尾の取り扱いが丁寧に行えることから、神経締めの

技術を取得し、市場出荷以外にも飲食店等に直販することで単価の向上を図る。

④ナマコ資源増加に向けた取組

新たな取組として、佐渡広域水産業再生委員会でも取り組んでいるナマコ資源の増殖を行

う。漁協と漁業者はナマコ資源を増加させるため、ナマコ漁の漁期や採捕基準、漁獲量等に
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ついて、島内漁業者で組織される佐渡ナマコ研究会や他地区の漁業者等と意見交換を行い、

資源増加に向けた情報収集や稚ナマコの放流に適した海域の検討を行う。漁協と漁業者は、

広域水産業再生委員会や佐渡ナマコ研究会等と連携し、ナマコの人口種苗生産技術の確立を

目指す。 

⑤新規漁業就業者の確保育成

漁協と水津漁業研究会が現在実施している地元小中学生を対象とした「ふれあい体験学習」

を通して、１名の新規漁業就業者が誕生し、刺網漁業者として独立している。この取組を継

続し、漁業の知識と現状の周知を図り、新たな後継者の確保となるように努める。

漁協と漁業者は新潟県漁業協同組合連合会（以下、「漁連」という。）や行政機関と連携し、

漁業人材育成総合支援事業や佐渡市新規漁業就業者支援事業を活用した漁業就業者の確保

育成に取り組む。

２. 漁業コスト削減のための取組

①燃油コスト削減のための定期的な漁船の船底清掃や効率的操業の確立

漁業者は、漁船の燃費向上のために、船底清掃を定期的に実施するとともに、安全航行に配

慮しつつ減速航行に努める。

②漁業経営セーフティーネット構築事業への加入促進

漁協は、漁業者に漁業経営セーフティーネット構築事業への加入を勧め、燃油価格の高騰

に備える。

（３）漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

・アワビ（禁漁期間 9 月 1 日～10 月 31 日、採捕禁止殻長 10ｃｍ以下）等、採捕できる水産動

物の体長制限や禁漁期間を設けている。

・刺網漁業にあってはカニ（禁漁期間 5 月 1 日～9 月 30 日、採捕禁止体長 9 センチメートル以

下）等の制限や刺網漁業者自ら資源管理計画をたて連続 5日間の休漁を行っている。

（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）

１年目（令和５年度）所得向上（対基準年）1.0％ 

漁業収入向上の

ための取組 

取組内容は、進捗状況及び得られた成果等を踏まえて必要に応じて見直すこ

ととする。（２年目以降も同じ） 

① ズワイガニの活ガニ出荷・出荷規格等の統一による魚価向上の取組

・漁協と刺網漁業者は、１０月～４月に盛漁期を迎えるズワイガニの魚価向

上の取組として、活ガニ出荷に向けた活魚水槽の増設を検討する。

・ズワイガニの規格について、選別技術の高い漁業者から指導を受け各漁業

者の選別技術を向上させるとともに、魚市場等との情報交換を通じて適宜

規格を見直す。

②刺網漁業における鮮度保持による魚価向上の取組
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・水津地区で主要な刺網漁業において、漁獲後の船上での鮮度保持方法が各

船でバラバラであり統一が図られていないことが魚価低迷の一つの要因と

なっていると考えられるため、漁協と刺網漁業者は各船での鮮度保持に関

する情報交換及び意見交換を行い、全員が取り組める船上で鮮度を保持す

る手法のマニュアル化を検討する 

③アラ・ハタ類の神経締めによる魚価向上の取組 

・漁協と釣り漁業者は、高級魚であるアラ・ハタ類の更なる付加価値向上の

ために、神経締めの技術を取得する。 

・知識と技術を向上させるために佐渡地域振興局農林水産振興部水産庁舎職

員及び現場で神経締めを行っている内海府漁業生産組合職員を講師として

招き、神経締め講習会を実施する。 

④ナマコ資源増加に向けた取組 

・漁協と漁業者はナマコ資源を増加させるため、ナマコ漁の漁期や採捕基準、

漁獲量等について、島内漁業者で組織される佐渡ナマコ研究会や他地区の

漁業者等と意見交換を行い、ナマコ資源増加に向けた情報収集を行う。ま

た、稚ナマコの放流に適した海域の検討を行う。 

・漁協と漁業者は、佐渡ナマコ研究会等との情報交換及び作業協力しつつ、

離島交付金を活用し、ナマコ人口種苗生産の安定化を目指す。 

・ナマコ育成場の整備（カキ殻礁）について検討する。 

⑤新規就業者の確保育成 

・漁協と水津漁業研究会は、現在実施している地元小中学生を対象とした「ふ

れあい体験学習」を継続実施し、漁業の知識と現状の周知を図る。 

・漁協と漁業者は、新潟県漁業協同組合連合会（以下、「漁連」という。）や

行政と連携し、漁業人材育成総合支援事業や佐渡市新規漁業就業者支援事

業を活用した新規就業者及び漁労技術を教える里親の支援を通じて、漁業

者の確保育成を図る。 

漁業コスト削減

のための取組 

・漁船の燃費向上のため、船底清掃を定期的に実施するとともに、減速航行

を行うことにより燃料経費の削減を図る。 

・漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油価格の高騰に

備える。 

活用する支援措

置等 

・離島漁業再生支援交付金 

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

・漁業人材育成総合支援事業（国） 

・佐渡市新規漁業就業者支援事業（市） 
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２年目（令和６年度）所得向上（対基準年）4.6％ 

漁業収入向上の

ための取組 

取組内容は、進捗状況及び得られた成果等を踏まえて必要に応じて見直すこ

ととする。 

① ズワイガニの活ガニ出荷・出荷規格等の統一による魚価向上の取組 

・漁協と刺網漁業者は、１０月～４月に盛漁期を迎えるズワイガニの魚価向

上の取組として、活ガニ出荷に向けた活魚水槽を 2 基増設する。（計 5基）

併せて、ズワイガニのサイズ、脚折れの選別等の規格の統一化に向け、魚

市場や仲買人等と情報交換を行い、出荷規格等を検討する。 

・ズワイガニの規格について、選別技術の高い漁業者から指導を受け各漁業

者の選別技術を向上させるとともに、魚市場等との情報交換を通じて適宜

規格を見直す。 

・他地区との差別化に向けてタグの取付け等の検討を行う。 

② 刺網漁業における鮮度保持による魚価向上の取組 

・漁協と刺網漁業者は、１年目に検討した船上で鮮度を保持する手法をマニ

ュアル化し、これにより主な出荷先である佐渡魚市場及び新潟市場に出荷

しその評価を分析する。 

・漁協は、船上鮮度保持手法についての研修会を定期的に継続する。 

③アラ・ハタ類の神経締めによる魚価向上の取組 

・漁協と釣り及びはえ縄漁業者は、１年目に得た神経締めの技術により処理

したアラ・ハタ類について、主な出荷先である佐渡魚市場や新潟市場を対

象に試験出荷を開始し、仲買人等からの評価を把握する。 

・技術の定着化を図るため、神経締め講習会を継続する。 

④ナマコ資源増加に向けた取組 

・漁協と漁業者はナマコ資源を増加させるため、ナマコ漁の漁期や採捕基準、

漁獲量等について、島内漁業者で組織される佐渡ナマコ研究会や他地区の

漁業者等と意見交換を行い、ナマコ資源増加に向けた情報収集を行う。ま

た、稚ナマコの放流に適した海域の検討を行う。 

・漁協と漁業者はナマコ資源を増加させる取組として、行政と連携し、ナマ

コ種苗生産の安定化を図る。また、ナマコの育成場の設定および整備につ

いて情報収集をおこなう。 

・ナマコ育成場の整備（カキ殻礁）について検討し、必要に応じて整備する。 

⑤新規就業者の確保育成 

・漁協と水津漁業研究会は、現在実施している地元小中学生を対象とした「ふ

れあい体験学習」を継続実施し、漁業の知識と現状の周知を図る。 

・漁協と漁業者は、新潟県漁業協同組合連合会（以下、「漁連」という。）や

行政と連携し、漁業人材育成総合支援事業や佐渡市新規漁業就業者支援事
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業を活用した新規就業者及び漁労技術を教える里親の支援を通じて、漁業

者の確保育成を図る。 

漁業コスト削減

のための取組 ・漁船の燃費向上のため、船底清掃を定期的に実施するとともに、減速航行

を行うことにより燃料経費の削減を図る。

・漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油価格の高騰に

備える。

活用する支援措

置等 

・離島漁業再生支援交付金

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

・漁業人材育成総合支援事業（国）

・佐渡市新規漁業就業者支援事業（市）

３年目（令和７年度）所得向上（対基準年）8.1％ 

漁業収入向上の

ための取組 

取組内容は、進捗状況及び得られた成果等を踏まえて必要に応じて見直すこ

ととする。 

① ズワイガニの活ガニ出荷・出荷規格等の統一による魚価向上の取組

・漁協と刺網漁業者は、１０月～４月に盛漁期を迎えるズワイガニの魚価向

上の取組として、活ガニ出荷に向けた活魚水槽を 2 基増設する。（計 7基）

併せて、ズワイガニのサイズ、脚折れの選別等の規格の統一化に向け、魚

市場や仲買人等と情報交換を行い、出荷規格等を検討する。

・ズワイガニの規格について、選別技術の高い漁業者から指導を受け各漁業

者の選別技術を向上させるとともに、魚市場等との情報交換を通じて適宜

規格を見直す。

・他地区との差別化に向けてタグの取付け等の検討を行う。

②刺網漁業における鮮度保持による魚価向上の取組

・漁協と刺網漁業者は、２年目に得た鮮度管理の評価を基にマニュアルを改

良し、継続出荷を行う。

・鮮度保持 PRのためのステッカーやパーチ、出荷箱の使用についても検討す

る。 

・「船上鮮度保持規格」についての研修会を定期的に継続する。 

③アラ・ハタ類の神経締めによる魚価向上の取組

・漁協と釣り及びはえ縄漁業者は、２年目の試験出荷で得た評価から必要に

応じ改善を行い、佐渡魚市場及び新潟市場への出荷を継続する。

・販路拡大のために、「漁連」と連携し、島内飲食店（佐渡市）を対象に販売

を行い、評価を把握する。
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・技術の定着化を図るために、神経締め講習会を継続する。 

④ナマコ資源増加に向けた取組 

・漁協と漁業者はナマコ資源を増加させるため、前年までに得た情報を基に

佐渡ナマコ研究会や他地区の漁業者等と意見交換を行い、効果的なナマコ

種苗放流及び資源管理に努める。 

・漁協と漁業者は、行政と連携し、ナマコ種苗生産の安定化を図る。 

・ナマコ育成場の整備（カキ殻礁）について検討し、必要に応じて整備する。

⑤新規就業者の確保育成 

・漁協と水津漁業研究会は、現在実施している地元小中学生を対象とした「ふ

れあい体験学習」を継続実施し、漁業の知識と現状の周知を図る。 

・漁協と漁業者は、新潟県漁業協同組合連合会（以下、「漁連」という。）や

行政と連携し、漁業人材育成総合支援事業や佐渡市新規漁業就業者支援事

業を活用した新規就業者及び漁労技術を教える里親の支援を通じて、漁業

者の確保育成を図る。 

漁業コスト削減

のための取組 

以下の取組により漁業コストを基準年より 1.5％削減する。 

・漁船の燃費向上のため、船底清掃を定期的に実施するとともに、減速航行

を行うことにより燃料経費の削減を図る。 

・漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油価格の高騰に

備える。 

活用する支援措

置等 

・離島漁業再生支援交付金 

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

・漁業人材育成総合支援事業（国） 

・佐渡市新規漁業就業者支援事業（市） 

 

 ４年目（令和８年度）所得向上（対基準年）10.2％ 

漁業収入向上の

ための取組 

取組内容は、進捗状況及び得られた成果等を踏まえて必要に応じて見直すこ

ととする。 

① ズワイガニの活ガニ出荷・出荷規格等の統一による魚価向上の取組 

・漁協と刺網漁業者は、１０月～４月に盛漁期を迎えるズワイガニの魚価向

上の取組として、活ガニ出荷に向けた活魚水槽を 1 基増設する。（計 8基） 

・ズワイガニの規格について、選別技術の高い漁業者から指導を受け各漁業

者の選別技術を向上させるとともに、魚市場等との情報交換を通じて適宜

規格を見直す。 

・他地区との差別化に向けてタグの取付け等の検討を行う。 

② 刺網漁業における鮮度保持による魚価向上の取組 

・漁協と刺網漁業者は、３年目に得た鮮度管理の評価を基にマニュアルを改
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良し、継続出荷を行う。 

・鮮度保持 PRのためのステッカーやパーチ、出荷箱の使用についても検討す

る。 

・「船上鮮度保持規格」についての研修会を定期的に継続する。 

③ アラ・ハタ類の神経締めによる魚価向上の取組 

・漁協と釣り及びはえ縄漁業者は、３年目の試験出荷で得た評価から必要に

応じ改善を行い、佐渡魚市場及び新潟市場への出荷を継続する。 

・販路拡大のために、「漁連」と連携し、島外飲食店（県内）を対象に販売を

拡大し、評価を把握する。 

・技術の定着化を図るために、神経締め講習会を継続する。 

④ナマコ資源増加に向けた取組 

・漁協と漁業者はナマコ資源を増加させるため、前年までに得た情報を基に

佐渡ナマコ研究会や他地区の漁業者等と意見交換を行い、効果的なナマコ

種苗放流及び資源管理に努める。 

・漁協と漁業者は、行政と連携し、ナマコ種苗生産の安定化を図る。 

・ナマコ育成場の整備（カキ殻礁）について検討し、必要に応じて整備する。 

⑤新規就業者の確保育成 

・漁協と水津漁業研究会は、現在実施している地元小中学生を対象とした「ふ

れあい体験学習」を継続実施し、漁業の知識と現状の周知を図る。 

・漁協と漁業者は、新潟県漁業協同組合連合会（以下、「漁連」という。）や

行政と連携し、漁業人材育成総合支援事業や佐渡市新規漁業就業者支援事

業を活用した新規就業者及び漁労技術を教える里親の支援を通じて、漁業

者の確保育成を図る。 

漁業コスト削減

のための取組 

 

・漁船の燃費向上のため、船底清掃を定期的に実施するとともに、減速航行

を行うことにより燃料経費の削減を図る。 

・漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油価格の高騰に

備える。 

活用する支援措

置等 

・離島漁業再生支援交付金 

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 

・漁業人材育成総合支援事業（国） 

・佐渡市新規漁業就業者支援事業（市） 
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５年目（令和９年度）所得向上（対基準年）13.0％ 

漁業収入向上の

ための取組 

取組内容は、進捗状況及び得られた成果等を踏まえて必要に応じて見直すこ

ととする。 

① ズワイガニの活ガニ出荷・出荷規格等の統一による魚価向上の取組

・漁協と刺網漁業者は、１０月～４月に盛漁期を迎えるズワイガニの魚価向

上の取組として、活ガニ出荷に向けた活魚水槽を 1 基増設する。（計 9基） 

・ズワイガニの規格について、選別技術の高い漁業者から指導を受け各漁業

者の選別技術を向上させるとともに、魚市場等との情報交換を通じて適宜

規格を見直す。

・他地区との差別化に向けてタグの取付け等の検討を行う。

・島外のホテル、飲食店等へ販売を行い知名度の向上を図り、魚価の向上に

繋げる。

② 刺網漁業における鮮度保持による魚価向上の取組

・漁協と刺網漁業者は、４年目に得た鮮度管理の評価を基にマニュアルを改

良し、継続出荷を行う。

・鮮度保持 PRのためのステッカーやパーチ、出荷箱の使用についても検討す

る。 

・「船上鮮度保持規格」についての研修会を定期的に継続する。 

③アラ・ハタ類の神経締めによる魚価向上の取組

・漁協と釣り及びはえ縄漁業者は、４年目の試験出荷で得た評価から必要に

応じ改善を行い、佐渡魚市場及び新潟市場への出荷を継続する。

・販路拡大のために、「漁連」と連携し、首都圏の飲食店を対象に販売を拡大

し、評価を把握する。

・技術の定着化を図るために、神経締め講習会を継続する。

④ナマコ資源増加に向けた取組

・漁協と漁業者はナマコ資源を増加させるため、前年までに得た情報を基に

佐渡ナマコ研究会や他地区の漁業者等と意見交換を行い、効果的なナマコ

種苗放流及び資源管理に努める。

・漁協と漁業者は、行政と連携し、ナマコ種苗生産の安定化を図る。

・ナマコ育成場の整備（カキ殻礁）について検討し、必要に応じて整備する。

⑤新規就業者の確保育成

・漁協と水津漁業研究会は、現在実施している地元小中学生を対象とした「ふ

れあい体験学習」を継続実施し、漁業の知識と現状の周知を図る。

・漁協と漁業者は、新潟県漁業協同組合連合会（以下、「漁連」という。）や

行政と連携し、漁業人材育成総合支援事業や佐渡市新規漁業就業者支援事

業を活用した新規就業者及び漁労技術を教える里親の支援を通じて、漁業
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者の確保育成を図る。 

漁業コスト削減

のための取組 ・漁船の燃費向上のため、船底清掃を定期的に実施するとともに、減速航行

を行うことにより燃料経費の削減を図る。

・漁業経営セーフティーネット構築事業への加入により、燃油価格の高騰に

備える。

活用する支援措

置等 

・離島漁業再生支援交付金

・漁業経営セーフティーネット構築事業（国）

・漁業人材育成総合支援事業（国）

・佐渡市新規漁業就業者支援事業（市）

（５）関係機関との連携

佐渡地域振興局、佐渡市、漁連と連携し支援制度等の活用やナマコ養殖技術の指導を受ける。 

また佐渡魚市場や新潟市場関係者と出荷方法についての情報交換等を行い、魚価の向上を目指

す。 

４ 目標 

（１）所得目標

漁業所得の向上 13.0％以上 基準年 平成 29 年～令和３年の５中３年平均： 

漁業所得（構成員総額） 円 

目標年 令和９年度： 

漁業所得（構成員総額） 円 

（２）上記の算出方法及びその妥当性

（３）所得目標以外の成果目標
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活ズワイガニ水槽の設置数 基準年 平成４年度：  ３（基） 

目標年 平成９年度：  ９（基） 

（４）上記の算出方法及びその妥当性

主に、活ズワイガニの出荷による単価向上により所得の向上を目指す計画であることから、ズ

ワイガニ水槽整備の進捗を所得目標以外の成果目標とした。

本目標数値は、別途、ズワイガニの単価向上に関するエクセル資料を作成し算出した。

５ 関連施策 

  活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

離島漁業再生支援交

付金 

簡易活魚水槽の導入整備、販路拡大の開拓、ナマコ種苗生産に関する費

用、稚ナマコ放流費用 

漁業人材育成総合支

援事業 

佐渡市新規漁業就業

者支援事業 

漁業就業者の確保育成を図る 

漁業経営セーフティ

ーネット構築事業 

燃油価格の高騰に備える。 


